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　　　　　　　　　経営健全化審査意見書の提出について

　

　地方公営企業法第３０条第２項及び地方公共団体の財政の健全化に関する

法律第２２条第１項の規定により、審査に付された令和４年度小松島市公営

企業会計の決算を審査したので、その結果について次のとおり意見を付して

提出します。

　　小松島市長　中　山　俊　雄　 様

　　　　　　　　　令和４年度小松島市公営企業会計決算及び

　　　　　　小松島市監査委員　 工　　藤　 誠　　介

　　　　　　小松島市監査委員 　佐　　藤　 光 太 郎

小  監  第 ５６ 号

令和５年８月２８日
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　           決算書及び附属書類は、法令に従って作成され、その計数は、関係諸帳簿と正確

           に符合していた。また、財務諸表は、経営状況及び財政状況を適正に記録されてい

　           なお、意見については、この報告書の関係項目において適宜記述したので、参考

           ると認められた。

　　　　　 にされたい。

           　なお、重要な項目については、過去数年間の推移、類似都市との比較を行った。

    ４ 審査の結果及び意見

決 算 審 査 意 見 書

　           決算審査に当たっては、決算書及び決算附属書類が関係法令に従って作成されて

           いるか、また、これらの書類の計数が元帳その他の関係諸帳簿と符合しているか、

           を行った。

           さらに経営及び財政が適正に運営され、かつ正確に記録されているかについて審査

　　　 　  令和４年度　小松島市下水道事業会計決算

　　　　 　小松島市下水道事業会計　　令和５年 ７月 ５日　　　

　　１ 審査の対象

　　　　　 令和４年度　小松島市水道事業会計決算

　　３ 審査の手続

　　２ 審査の期間

　　　　 　小松島市水道事業会計　　　令和５年 ７月 ５日

－４－



　

小松島市水道事業会計



１　業務の状況について

小 松 島 市 水 道 事 業 会 計

業を、単独事業としてその他配水管更新事業を実施し、口径５０㎜から１５０㎜の配水管約１，

９７７ｍを耐震管に更新した。その結果、受贈財産の約１１５ｍを含め、配水管の年度末総延長

（１．９％）減少し、年間有収水量も９０，５４９㎥（１．８％）減少となったが､有収水量率

　令和４年度小松島市水道事業における配水施設については、補助事業で重要給水施設配水管事

は２８１，０２８ｍとなった。業務量を前年度と比較すると、年間総配水量が１１７，６８０㎥

費は４，８５３千円（５．７％）増、総係費も田浦配水池及び送配水管更新計画検討業務・水道

管理システム更新業務委託料の増加等により１０，６０３千円（１０．９％）増、資産減耗費も

１３，５０４千円（１３１．０％）増となった。営業費用総額は前年度と比較して、２８，０３

は０.１％増加の７８．８％となっている。

　収益的収入のうち、営業収益では、給水収益が１０，７４０千円（１．６％）減、営業外収益

　営業費用については、減価償却費が２，８４７千円（１．０％）減となったが、原水及び浄水

は、長期前受金戻入等の増加により９９２千円（１．８％）増、特別利益は、９千円（２３．８

％）減となった。よって、総収益は７４８，５１８千円となり、前年度と比較して、９，９２１

千円（１．３％）減である。

借入の抑制により、前年度と比較して８１，７９６千円（２．７％）減となっている。

　以上のような状況で経過した令和４年度水道事業の主な業務項目について、過去３ヵ年を対比

すると、次表「水道業務実績比較表」のとおりである。

改良費２７１，８３７千円、企業債償還金２２１，７９６千円等であり、企業債残高は、企業債

１千円（５．１％）増の５８２，０４２千円となった。

４，２８２千円（９．３％）減の４１，９２７千円となった。特別損失については、２４，９４

１０，５６０千円、補償金９，９４０千円、負担金１５，３９７千円を計上した。支出は、建設

　営業外費用については、支払利息が４，３６１千円（９．４％）減となり、前年度と比較して

となり、１２４，４２７千円（前年度１３３，１５５千円）の純利益となっている。

３千円（９９．５％）減となり、総費用は前年度と比較して１，１９４千円（０．２％）減の６

２４，０９１千円となった。

　本年度の水道事業会計決算は、総収益７４８，５１８千円に対し、総費用６２４，０９１千円

　資本的収支のうち、収入は国庫補助金２４，０３２千円、企業債１４０，０００千円、加入金

－５－



項　目 単位 ２年度
すう
勢比

３年度
すう
勢比

４年度
すう
勢比

総 人 口 人 36,670 100.0 36,124 98.5 35,637 97.2

給水区域内
人 口

人 36,446 100.0 35,910 98.5 35,426 97.2

給 水 人 口 人 35,717 100.0 35,209 98.6 34,738 97.3

普 及 率 ％ 98.0 100.0 98.0 100.0 98.1 100.1

給水世帯数 戸 16,685 100.0 16,706 100.1 16,784 100.6

配 水 量 m3 6,389,795 100.0 6,326,045 99.0 6,208,365 97.2

一 日 平 均
配 水 量 m3 17,506 100.0 17,331 99.0 17,009 97.2

有 収 水 量 m3 5,069,061 100.0 4,981,107 98.3 4,890,558 96.5

一 日 平 均
給 水 量 m3 13,888 100.0 13,646 98.3 13,399 96.5

有収水量率 ％ 79.3 100.0 78.7 99.2 78.8 99.4

配水管延長 m 280,400 100.0 280,810 100.1 281,028 100.2

職 員 数 人 15 100.0 14 93.3 13 86.7

給 水 m3

当たり収益
円 152.19 100.0 152.26 100.0 153.05 100.6

給 水 m3

当たり費用
円 119.87 100.0 125.53 104.7 127.61 106.5

単年度収支 千円 163,821 100.0 133,155 81.3 124,427 76.0

　（注）人口及び世帯数等は、住民基本台帳に基づく数値である。

　　　　

累 積 収 支 千円 1,901,743 100.0 107.02,034,897 2,159,325 113.5

当年度累積収支   2,159,325

総 収 益
有収水量

総 費 用
有収水量

前年度累積収支   2,034,897
  当年度純利益     124,427
　積立金取崩額           0

各年度末現在

100.0 99.7 386 99.2388

各年度末現在

年間総配水量
暦   日   数

一 人 一 日
平均給水量

水道業務実績比較表

備　　考

各年度３月３１日現在

　　給水人口
給水区域内人口

年間総配水量

ℓ 389
一日平均有収水量×1,000
(年間有収水量÷暦日数)

　現在給水人口

年間総有収水量

有収水量
暦 日 数

年間総有収水量×100
年間総配水量

－６－



（単位：円・％）

　予算額(A） 　決算額(B） 　差引(A-B） 執行率(B/A)

営 業 収 益 767,406,000 762,178,330 5,227,670 99.3

営業外収益 54,872,000 55,518,006 △ 646,006 101.2

特 別 利 益 5,000 32,989 △ 27,989 659.8

計 822,283,000 817,729,325 4,553,675 99.4

営 業 費 用 678,781,000 598,567,293 80,213,707 88.2

営業外費用 78,107,000 76,922,486 1,184,514 98.5

特 別 損 失 757,000 134,034 622,966 17.7

予 備 費 100,000 0 100,000 0.0

　 計 757,745,000 675,623,813 82,121,187 89.2

64,538,000 142,105,512 △ 77,567,512 -

２　予算の執行状況について

 （１） 収益的収入及び支出について（税込収支）

　 　令和４年度における収益的収支並びに資本的収支の予算と決算の対比は、次のとおり

   である。

外費用については４１，９２７千円（前年比９０．７％）で４，２８２千円の減、特別損失に

区　　分

収
　
入

支
　
 
出

収 支 差 引

　また、営業費用は５８２，０４２千円（前年比１０５．１％）で２８，０３１千円増、営業

　収益的収入総額は、予算額８２２，２８３千円に対し、決算額は８１７，７２９千円（執行

率９９．４％）（うち仮受消費税等６９，２１１千円）であり、収益的支出は、予算額７５７，

７４５千円に対し、決算額６７５，６２４千円（執行率８９．２％）（うち仮払消費税等１６，

５３７千円）となっている。

　次に、各項目（税抜き）について前年度と比較すると、営業収益は６９３，０１８千円（前

年比９８．５％）であり、１０，９０３千円の減収となった。営業外収益については５５，４

７０千円（前年比１０１．８％）で９９２千円の増収、特別利益については、９千円の減収と

なり、収入全体では９，９２１千円の減収となっている。

ついては２４，９４３千円の減となり、費用全体では１，１９４千円の減である。

－７－



　予算額(A） 　決算額(B） 　差引(A-B）
うち前年度
繰  越  額

執行率

企 業 債 250,000,000 140,000,000 110,000,000 0 56.0

負 担 金 2,657,000 15,397,420 △12,740,420 2,657,000 579.5

加 入 金 10,043,000 10,560,000 △517,000 0 105.1

補 助 金 39,792,000 24,032,000 15,760,000 0 60.4

補 償 金 8,000,000 9,940,009 △1,940,009 0 124.3

計 310,492,000 199,929,429 110,562,571 2,657,000 64.4

建設改良費 488,166,000 271,836,694 216,329,306 41,947,000 55.7

企業債償還金 221,796,000 221,795,775 225 0 100.0

国庫補助金返還金 428,000 427,481 519 0 99.9

計 710,390,000 494,059,950 216,330,050 41,947,000 69.5

△399,898,000 △294,130,521 △105,767,479 △39,290,000 －

 

 

　営業費用については、減価償却費が２，８４７千円（１．０％）減となったが、原水及び浄水

　資本的収入における負担金１５，３９７千円及び補償金９，９４０千円は配水管布設替工

（２） 資本的収入及び支出について（税込収支）
(単位：円・％）

区　　分

支
　
 
出

助金収入２４，０３２千円、建設改良等企業債１４０，０００千円を加え、収入合計は１９

収 支 差 引

収
　
　
　
　
入

９，９２９千円である。

　支出部門の建設改良費２７１，８３７千円の内容は、建設改良費、配水設備改良費、営業

設備費である。企業債償還金は２２１，７９６千円となり、支出合計は４９４，０６０千円

事・移設工事等に伴う収入、加入金１０，５６０千円は新設量水器取付に伴う収入、国庫補

である。

補てんしている。

　したがって、資本的収入額が資本的支出額に不足する額２９４，１３１千円は、消費税及

び地方消費税資本的収支調整額１６，５７２千円、損益勘定留保資金２７７，５５８千円で

－８－



　        　当事業の企業債の状況は次のとおりである。

（単位：円）

前年度末残高

3,014,493,860

　　ウ　流用禁止経費について

　　   　   予算第６条に定められた議会の議決を経なければ流用することができない。

　　　の執行状況は、次のとおりいずれも適正に執行されている。

（単位：円）

区　　　分

職員給与費

        

４,１７８千円（前年比１０２．３％）で１,００７千円の増収、特別利益についても７２８

 （３） その他の予算執行について

　　　　当事業の企業債の状況は次のとおりである。

本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

　　ア　企業債について

　　　　予算第８条に定められた議会の議決を経なければ流用することができない経費

140,000,000   221,795,775 2,932,698,085

　　イ　一時借入金について

　　　　本年度も前年度に引き続き借り入れを行っていない。

99,733,000  89,538,704  10,194,296  

予　算　額 決　算　額 残　　　額

　　エ　たな卸資産の購入限度額について

３　経営の状況について

　　当年度の経営状況は、別紙審査資料１「比較損益計算書」に記載のとおり、１２４，

　４２７千円の純利益を上げている。

　　　　予算第１０条で定められた、たな卸資産の購入状況は、予算額（限度額）

　　　２１，９２５千円に対し支出額１２，１６４千円で、限度内の執行であった。

　　すなわち、事業総収益７４８，５１８千円（前年比９８．７％）に対し、事業総費用

　６２４，０９１千円（前年比９９．８％）で、差引１２４，４２７千円（前年比９３．

　４％）の純利益があり、未処分利益剰余金に計上している。

－９－



    なお、過去５年間の事業収益と事業費用を年度別に比較し、その推移をみると次のとおり

　である。

区分

年度　

30 781,670 100.0 734,929 100.0  45,960 100.0 

元 780,963 99.9 722,327 98.3  52,884 115.1 

2 771,469 98.7 717,309 97.6  54,140 117.8 

3 758,439 97.0 703,922 95.8  54,478 118.5 

4 748,518 95.8 693,018 94.3  55,470 120.7 

区分

年度　

30 617,889 100.0 555,140 100.0 61,875 100.0 

元 616,457 99.8 563,882 101.6 52,431 84.7 

2 607,648 98.3 558,220 100.6 49,085 79.3 

3 625,285 101.2 554,011 99.8 46,209 74.7 

4 624,091 101.0 582,042 104.8 41,927 67.8 

（単位：千円・％）

す　う
勢　比

事業総費用

主な減収の要素としては、給水収益の減少によるものである。

事業総収益
す　う
勢　比

　事業総費用は、前年度と比較すると０．２％（１，１９４千円）減少しており、主な増減

となっている。

は、委託料、修繕費、動力費などが増加し、職員給与費、減価償却費、支払利息などが減少

　なお、過去５年間の事業収益と事業費用を年度別に比較し、その推移を見ると次のとおりで

ある。

うち営業費用 うち営業外費用

す　う
勢　比

  当年度の事業総収益は、前年度と比較すると１．３％（９，９２１千円）の減収となっており、

うち営業収益 うち営業外収益

（単位：千円・％）

す　う
勢　比

す　う
勢　比

水道事業収益年度別比較表

水道事業費用年度別比較表

す　う
勢　比

－１０－



年度

区分
すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

一 般 給 水 収 益 100.0 90.8 98.1 90.7 96.5 90.4

船 舶 給 水 収 益 100.0 0.1 85.2 0.1 132.9 0.2

受 託 工 事 収 益 100.0 1.8 99.7 1.9 99.9 1.9

手 数 料 100.0 0.1 77.7 0.1 73.4 0.1

材 料 売 却 収 益 100.0 0.0 136.3 0.1 98.7 0.0

雑 収 益 100.0 0.1 106.2 0.1 93.1 0.1

小　　計 100.0 93.0 98.1 92.8 96.6 92.6

預 金 利 息 100.0 0.0 27.7 0.0 221.4 0.0

不用品売却収益 100.0 0.0 皆増 0.0 皆増 0.0

そ の 他 雑 収 益 100.0 0.0 106.3 0.1 130.6 0.1

他 会 計 補 助 金 100.0 0.2 59.8 0.1 55.6 0.1

長期前受金戻入 100.0 6.8 101.6 7.0 103.0 7.2

特 別 利 益 100.0 0.0 192.7 0.0 146.9 0.0

　営業費用については、減価償却費が２，８４７千円（１．０％）減となったが、原水及び浄水
小　　計 100.0 7.0 100.7 7.2 102.5 7.4

合　　計 100.0 100.0 98.3 100.0 97.0 100.0

（単位：千円・％）
（１） 項目別、年度別収益比較表

53,904

30

283

381

693,018

45

676,332

1,376

42

393

434

703,922

6

748,518

259

483

758,439

53,197

39

14,105

541

54,518

14,122

737 572

0

370

287

409

717,309

20

390

55,500

２　年　度 ３　年　度

687,566

882

14,076

1,404 840 780

４　年　度

金　額 金　額 金　額

700,719

1,035

　当年度収益を項目別に見ると、営業収益では、総収入の９０．４％を占める一般給水収

52,346

20

54,160

771,469

益は１１，２３４千円（前年比９８．４％）の減収となった。

－１１－



（単位：千円・％）
年度

区分

１ヶ月２０ｍ3

市別 金　額
使用した場合

８㎥超２０ｍ3まで
令和元年10月1日

６４８円 ２０㎥超３０ｍ3まで ２，３６４円

３０㎥超

１０ｍ3まで
平成31年4月1日

１１ｍ3～２０ｍ3まで

２８０円 ２１ｍ3～３０ｍ3まで ２,５５２円

３１ｍ3～５０ｍ3まで

５１ｍ3以上

８ｍ3超２０ｍ3まで
平成29年4月1日

７５０円 ２０ｍ3超３０ｍ3まで ２,４０９円

３０ｍ3超

改定
料金表示【税込】

改定
料金表示【税抜】

　以上のとおりであるが、このうち受託工事については収入支出とも独立した科目を設け、

その収支が明らかになるよう予算編成されている。ついては、過去３ヵ年の収支を比較し、

利益率を算定すると次のようになっている。

12,421 11,901 13,849 

受託工事収益調

２　年　度 ３　年　度 ４　年　度

　利益率（Ａ/Ｂ） 113.7 118.3 101.8 

　収　　入（Ａ） 14,122 14,076 14,105 

　支　　出（Ｂ）

　（２） 四市水道料金の比較

　　　   県内四市の現行水道料金は次のとおりである。

料金 料　　金　　基　　準
備　　考

水　量 超　過　料　金　（１ｍ３につき）

１８０円

１４３円

徳 島 市 ８ｍ3まで １７８円

２２４円

８４円

１２０円

鳴 門 市 φ１３ １５６円

改定
料金表示【税抜】

１４２円

　（注）上表は、当初の基本料金及び超過料金であり、使用量等により料金の判定が異なっている。

小松島市 ８ｍ3まで ６００円 ２,５３４円８ｍ3超

平成29年7月1日
改定
料金表示【税抜】

１９２円

１２０円

阿 南 市 ８ｍ3まで １６０円

２１０円

－１２－



　（単位：千円・％）

すう
勢比

構成比
すう
勢比

構成比
すう
勢比

構成比

100.0 17.8 91.7 15.9 82.7 14.3

100.0 0.3 80.0 0.2 86.7 0.3

100.0 13.7 95.7 12.8 116.6 15.6

100.0 0.4 98.7 0.4 167.5 0.7

100.0 1.0 114.4 1.1 122.0 1.1

100.0 6.2 104.1 6.3 111.6 6.8

100.0 0.2 98.3 0.2 107.3 0.2

100.0 44.9 103.7 45.3 102.7 44.9

100.0 8.1 94.1 7.4 85.3 6.7

100.0 7.3 147.6 10.4 131.8 9.3

100.0 100.0 102.9 100.0 102.7 100.0

　次に、過去４カ年間の支払利息の推移について、支払額、対営業収益比等について検討する

ことにする。

　当事業の費用について、項目別に分類すると上表のとおりであり、構成比で１４．３％を占

める人件費は、人事異動等により前年比９０．２％で９，７６９千円の減少となっている。

　また、人件費以外を前年と比較すると、増加しているものは備消品費１０８．３％（１３０

２，８４７千円減）、支払利息９０．６％（４，３６１千円減）、その他８９．３％（６，９

千円増）、委託料１２１．８％（１７，３９５千円増）、修繕費１６９．８％（１，７９２千

円増）、材料費１０６．６％（４３８千円増）、動力費１０７．２％（２，８３７千円増）、

薬品費１０９，２％（１３０千円増）であり、減少しているものは、減価償却費９９．０％（

4,359

7,047材 料 費

動 力 費 42,223

79,965

３　年　度

金 額

108,332

58,104

273,046

44,075

49,079

委 託 料

修 繕 費

1,549

97,361

39,386

6,609

支 払 利 息

そ の 他 65,044

薬 品 費

625,285607,648

（３） 項目別、年度別費用比較表

2,602

5,776

37,818

1,443

区分

職員給与費

備 消 品 費 1,946

2,567

年度

83,531

1,557

1,419

４０千円減）などとなっている。

金 額 金 額

４　年　度

89,539

２　年　度

99,308

46,204

624,091

280,379

41,843

1,687

283,226

合 計

減価償却費

－１３－



　　　　　　　　　　

（４） 給水戸数、給水人口並びに普及率

16,746 16,612 16,706 16,784 

36,003 35,382 35,209 34,738 

17,118 17,083 17,103 17,183 

36,861 36,309 36,124 35,637 

36,767 36,135 35,910 35,426 

97.9 97.9 98.0 98.1 

　　 　平成３年度末における給水戸数は１６，７９３戸で､前年度より９３戸増加、給水人

　 　口は３７，６１４人で、２９３人減少している。

　 　　また、本市の水道普及率は９７.９％で、平成２６年度の全国平均９７.８％より０.１

普 及 率　（％） 98.0 
給水人口

給水区域内人口

　令和元年度以前は推計人口に基づいており、令和２年度以降は住民基本台帳に基づい

た数値である(総世帯数を除く）

総 人 口　（人） 36,670 

給水区域内人口（人） 36,446 

給水人口　（人） 35,717 

総世帯数  (世帯) 17,096 住民登録世帯数

区分

給水戸数　（戸） 16,685 

　令和４年度の支払利息は営業収益の６．０％であり、前年度より０.６％低下して

いる。なお、今年度も一時借入金の借り入れは行っていない。

　

　（令和５年３月３１日現在）
　

30 元 2 3 4 備　　考

0 

計 52,427 49,079 46,204 41,843 

営業収益に対する支払利息の比率 7.3% 6.8% 6.6% 6.0%

支
払
利
息

企 業 債 利 息 52,427 49,079 46,204 41,843 

一 時 借 入 金 利 息 0 0 0 

過去４年間の支払利息対営業収益比率推移表

 （単位：千円）
年度

元年度 ２年度 ３年度 4年度
区分
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（単位：ｍ3）

6,310,935 6,222,510 6,389,795 6,326,045 6,208,365

有 収 水 量 5,165,323 5,085,201 5,069,061 4,981,107 4,890,558

無 収 水 量 107,500 130,025 129,934 122,610 148,936

1,038,112 1,007,284 1,190,800 1,222,328 1,168,871

81.9% 81.7% 79.3% 78.7% 78.8%

1.7% 2.1% 2.0% 1.9% 2.4%

16.5% 16.2% 18.6% 19.3% 18.8%

　     

     

     

    　 

（単位：％）

95.9 95.0 95.8 95.5 93.8

83.2 87.3 73.5 90.2 90.7

80.7 80.4 80.6 81.2 80.4

81.9 81.7 79.3 78.7 78.8

　     

     四市において本市は最下位となっている。なお、この有収水量率の算出は、配水量を基礎と

しており、本市は送水量測定器と配水量測定器の指示数値を平均して配水量としている。

　今後については、漏水調査を適切に行い、有収水量率の向上と正確な把握に努められたい。

徳　　島　　市

鳴　　門　　市

阿　　南　　市

小　松　島　市

  有収水量率は、水道事業において、その効率を示す重要かつ基本的な指標であるが、県内

２年度 ３年度 ４年度
区分

　令和４年度の年間総配水量は６，２０８，３６５㎥（前年比９８．１％）であり、このう

ち、有収水量は４，８９０，５５８㎥となっているため、有収水量率は７８．８％となり、

前年度より０．１％増加している。

  次に、県内四市の有収水量率を見ると下表のとおりである。

無 収 水 量 率

無 効 水 量 率

年度
３０年度 元年度

４年度
区分

配　  水  　量

有
効
水
量

無  効  水  量

２年度 ３年度

有 収 水 量 率

（５） 年間配水量と有収水量

年度
３０年度 元年度
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金額（円）

（電力料金）

2,464,754 2.560 0.391 42,478,971 100.0

2,421,242 2.570 0.389 41,476,113 97.6

2,501,977 2.554 0.392 37,817,782 89.0

2,371,081 2.668 0.375 39,385,538 92.7

2,337,553 2.656 0.377 42,223,418 99.4

    　

　　

（６） 過去５年間の１㎥当たりの給水収益及び給水費用比較表

円 151.33 153.58 152.19 152.26 153.05 

円 119.62 121.23 119.87 125.53 127.61 

千円 781,670 780,963 771,469 758,439 748,518 

千円 617,889 616,457 607,648 625,285 624,091 

ｍ3 5,165,323 5,085,201 5,069,061 4,981,107 4,890,558 

円 31.71 32.35 32.32 26.73 25.44 

総 収 益 総 費 用

有 収 水 量 有 収 水 量

　    

    

   

配水量と消費電力及び料金

区分 配水量
（ｍ3/年）
（Ａ）

電力量
（kWh/年）

（Ｂ）

1KWh当たり
配水量（ｍ3）
（Ａ/Ｂ）

配水量１ｍ3当
たり消費電力

（kWh）
（Ｂ/Ａ）

す　　う
勢　　比年度

30 6,310,935 

元 6,222,510 

2 6,389,795 

3 6,326,045 

4 6,208,365 

消費電力量の前年比は９８．６％で３３，５２８ｋＷｈ減少しているが、電力料金につい

ては、前年比１０７．２％で２,８３７,８８０円増加している。

年度
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

区分

令和４年度における１㎥当たりの給水収益は１５３円０５銭、給水費用は１２７円６１銭

である。この収益と費用の差額２５円４４銭が１㎥当たりの利益であるが、前年度と比較し

て１円２９銭減少し、前年度比９５．２％となった。なお、１㎥当りの利益に有収水量を乗

じると本年度の総利益となる。

 給水収益（Ａ）

 給水費用（Ｂ）

算
出
基
礎
計
数

総 収 益

総 費 用

　有収水量　

1ｍ3当りの純益

（注）給水収益及び給水費用は、下記の所定方式によって算出したものである。　

給水収益（Ａ）＝ 給水費用（Ｂ）＝
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区分 市別 徳島市 鳴門市 阿南市

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ４年度 ４年度 ４年度

 項目 人員 12 11 10 114 15 12

422,422 452,828 489,056 275,065 544,416 701,347 

2,976 3,201 3,474 2,031 3,620 5,480 

59,776 63,993 69,302 37,435 83,547 108,768 

（７） 職員数と業務量について

　　  　過去３ヵ年間の当事業職員一人当たりの業務量は、次表のとおりであり、県内四市の

職員１人当りの業務量

 給水人口（人）

 営業収益（千円）

小　松　島　市

 給 水 量（ｍ3）

　　  職員一人当たりの業務量を比較すると、給水量、給水人口及び営業収益すべてで第３位

　　  となっている。なお、人員数は資本的支出に係る人員を除いた数である。
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 （１） キャッシュ・フローの状況

　一事業年度における資金収支の状況を、「業務活動」「投資活動」「財務活動」の区分に表

示するものである。業務活動によるキャッシュ・フローは、水道事業本来の業務活動（投資活

動と財務活動以外の取引）の実施による資金の増減を表し、投資活動によるキャッシュ・フロ

ーは、将来に向けた運営基盤の確立のために行う投資活動に係る資金の増減を表し、財務活動

によるキャッシュ・フローは、借入・返済による収入・支出などの、資金調達及び返済による

資金の増減を表している。

　キャッシュ・フロー計算書は、別紙審査資料３のとおりである。　

　当年度の業務活動によるキャッシュ・フローは３５６，００２千円、投資活動によるキャッ

シュ・フローは△１９５，４９２千円、財務活動によるキャッシュ・フローは△８１，７９６

千円となっている。以上の３区分から、当年度の資金は７８，７１４千円増加し、資金期末残

高は６０３，０７７千円となっている。

すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

100.0 92.5 99.1 92.4 98.5 91.2

100.0 － － － － －

100.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0

100.0 7.5 101.7 7.6 117.4 8.8

100.0 100.0 99.3 100.0 99.9 100.0

　(注）固定資産額は減価償却後の額である。

４ 財政の状況について

　当年度の財政状況は､別紙審査資料２の「比較貸借対照表」のとおりである。

 （２） 資産について
（単位：千円・％）

区　分 ２年度 ３年度 ４年度

有形固定資産 7,413,985 7,350,073 7,303,317

無形固定資産 0 0 0

投資
その他の資産 114 114 114

流動資産 597,114 607,314 701,101

　過去３ヵ年の資産の状況は上記のように推移しており前年度比は、資産総額では１００．６

％（４７，０３０千円増）となっており、各資産について見ると、有形固定資産は９９．４％

（４６，７５６千円減）、流動資産は１１５．４％（９３，７８６千円増）であった。

合　計 8,011,213 7,957,501 8,004,531
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　　以下、資産の明細について表示するとＡ,Ｂ表のとおりである。

863,911,624

5,469,311,001

142,108,843

0 25,832,674

6,423,582,777

240,762,154

57,246,932

15,097,770

（単位：円）

総  在  高資産の種類 増　加　額 減　少　額

Ａ　有形固定資産明細書

減価償却累計額 期 末 在 高

土　　地

建　　物

164,995,324

323,071,351 6,532,733,160 7,303,316,800

6,132,566

168,826,130

取水ポンプの更新、工具器具及び備品の電話設備等の更新である。

250,726,649

1,475,800

252,568,057

0

0

31,569,018

439,353,429

0

0

0

234,158,688

合　　計

27,605,937

36,225,784

166,984,722

19,848,250

164,995,324

297,244,586

0

0

Ｂ　流動資産明細書
（ 単位：円・％ ）

年度 ２年度

1,099,923,298

区分 金  額
すう
勢比

構成比 金  額
すう
勢比

現 金 預 金

３年度 ４年度

構成比 金  額

84,984,751 86.4 12.1未 収 金 98,334,302 100.0 16.5 72,429,697 73.7

86.3

0 1,773,263

　有形固定資産のうち、本年度取得資産は、構築物の配水管、機械及び装置の浄水場計装設備及び

車両運搬具

工具器具及び備品

建設仮勘定

11.9

△ 5.0

すう
勢比

構成比

603,077,352

前払費用は保険金の前払いに係るものである。

0.8

　流動資産の前年比は、現金預金は１１５．０％（７８，７１４千円増）、未収金は１１７，３％

（１２，５５５千円増）、貯蔵品は１０５．６％（１，７２６千円増）、前払金は１２５．４％（

２，８６８千円増）となり、総額では１１５．４％（９３，７８６千円増）となっている。なお、

100.0 100.0 607,314,052 101.7

14,176,000 304.0 2.0

100.0

493,201,920 100.0 82.6 524,362,948 106.3

機械及び装置

100.0

構 築 物

100.0

貯 蔵 品 29,038,176 100.0 4.9 30,987,206 106.7 32,713,175

前　払　費　用 0 100.0 - 0 - - 1,129,770 皆増 0.2

122.3

11,715,982,022

13,651,070,516 508,050,795

計 597,113,893

242.5

5.1 112.7 4.7

貸 倒 引 当 金 △28,123,505 100.0 △ 4.7 △31,773,799 113.0 △ 5.2 △34,980,531 124.4

86.0

1.9前 払 金 4,663,000 11,308,000

701,100,517 117.4
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（４） 資本金について

区分

資本金 1,262,664 

（単位：千円・％）

すう
勢比

1,262,664 

２ 年 度年度

110.3

100.0 

  当年度の負債総額の前年比は９８．３％（７７，３９７千円減）となっており、項目別では、企

業債が９７．３％（８１，７９６千円減）、退職給付引当金が９２，３％（８，６０６千円減）、

前受金が７３．３％（２９０千円減）、預り金が２３．２％（８，８７６千円減）となっている。

４ 年 度３ 年 度

100.0 

金　額
すう
勢比

金　額

1,262,664 

すう
勢比

金　額

100.0 

4,578,396 94.5計 4,842,660 100.0 4,655,793 96.1

△ 1,021,168 105.2 △ 1,125,956

102.5

長 期 前 受 金
収益化累計額

100.0 △ 1,074,317

2,597,147 104.9

引 当 金 10,648 100.0 8,802 82.7 9,256

預 り 金 2,819 100.0 11,557 410.0 2,681 95.1

未 払 金 37,271 100.0 44,774 120.1 59,101

104.7

158.6

218,313 103.1

流
動
負
債

企 業 債 211,851 100.0 221,796

固
定
負
債

92.6

796 36.62,175 100.0 1,086 49.9

86.9

退職給付引当金 107,749 100.0 111,279 103.3

2,792,698企 業 債 3,014,494

102,673 95.3

2,714,385 90.0

（３） 負債について

（ 単位：千円・％ ）

年度 ２年度 ３年度 ４年度

区分 金  額
すう
勢比

金  額
すう
勢比

金  額
すう
勢比

　過去３ヵ年間の資本金の推移は上表のとおりであり、資本金は前年比１００．０％で増減はな

かった。

100.0

前 受 金

繰
延
収
益

長 期 前 受 金 2,476,821 100.0 2,538,119

－２０－



５　資金不足比率について

記

経営健全化基準

　　　　　　２０.０　（％）

令和４年度比　率　名

　２ 審査の結果

　　　審査に付された下記、令和４年度における水道事業会計において算定された

　　資金不足比率は適正に計算されているものと認定する。

　①　資金不足比率 　　　　　　　－　　（％）

　　等について意を用いて審査を実施した。

　　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、審査

　　に付された令和４年度水道事業会計の資金不足比率について審査を実施した。

　１ 審査の概要

　　　この審査に当たっては、法令等に照らし財政指標の算出過程に誤りがないか、

　　法令等に基づき適切な算定要素が財政指標の計算に用いられているか、財政指標

　　の算定の基礎となった書類等が適正に作成されているか、客観的事実の妥当性を

　　判断した上で財政指標の算定を行う場合において、公正な判断が行われているか

－２１－



６　むすび

　は４９４，０６０千円である。差引き２９４，１３１千円が不足することになり、不

　

  である。

　　老朽管の更新や重要給水施設配水管事業等の実施により、配水管の年度末総延長は

　水道水の安定的な供給を図るとともに、近隣市に比べて低い有収水量率の向上に努め

  　水道事業収支については、総収益が７４８，５１８千円に対し、総費用は６２４，

　ていただきたい。

　２８１，０２８ｍとなった。引き続き、老朽管の更新、重要管路の耐震化等を進め、

　　令和４年度小松島市水道事業会計の決算については、各項目ごとに記述したとおり

　０９１千円で、差引き１２４，４２７千円の純利益であった。前年度と比較すると８

　　資本的収支については、企業債、補助金、加入金等を合わせた資本的収入総額は１

　９９，９２９千円となり、建設改良費及び企業債償還金等を合わせた資本的支出総額

　　水道は市民の重要なライフラインであるため、安定的に機能する施設の整備を確保

　，７２７千円減となっているが、当年度未処分利益剰余金は２，１５９，３２５千円

　となっており、引き続き、事業効率の向上を図りながら、経営の健全化に取り組まれ

　たい。

　

　足分については消費税及び地方消費税資本的収支調整額１６，５７２千円、損益勘定

　し、有収水量率の向上と計画性のある事業経営を通じて、効率的で健全な経営基盤の

　構築に努められることを望む。

  留保資金２７７，５５８千円で補てんしている。

－２２－



審査資料　１

比較増減 増減率 比較増減 増減率

金 額(Ａ) 構成率 金 額(Ｂ) 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ 金 額(Ａ) 構成率 金 額(Ｂ) 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ

営業費用 554,011,427 88.6 582,041,999 93.3 28,030,572 105.1 営業収益 703,921,606 92.9 693,018,213 92.6 △10,903,393 98.5 

　原水及び浄水費 84,965,514 13.6 89,818,284 14.4 4,852,770 105.7 　給水収益 688,448,204 90.8 677,708,095 90.5 △10,740,109 98.4 

　配水及び給水費 66,266,703 10.6 66,360,132 10.7 93,429 100.1 　受託工事収益 14,076,351 1.9 14,105,363 1.9 29,012 100.2 

　受託工事費 11,900,869 1.9 13,848,937 2.2 1,948,068 116.4 　その他の営業収益 1,397,051 0.2 1,204,755 0.2 △192,296 86.2 

　総係費 97,021,478 15.5 107,624,402 17.3 10,602,924 110.9 営業外収益 54,478,262 7.1 55,469,855 7.4 991,593 101.8 

　減価償却費 283,225,789 45.3 280,378,927 44.9 △2,846,862 99.0 　預金利息 5,580 0.0 44,576 0.0 38,996 798.9 

　資産減耗費 10,308,244 1.6 23,811,857 3.8 13,503,613 231.0 　他会計補助金 840,000 0.1 780,000 0.1 △60,000 92.9 

　その他営業費用 322,830 0.1 199,460 0.0 △123,370 61.8 　長期前受金戻入 53,197,404 7.0 53,903,833 7.2 706,429 101.3 

営業外費用 46,208,691 7.4 41,926,744 6.7 △4,281,947 90.7 　雑収益 435,278 0.0 741,446 0.1 306,168 170.3 

　支払利息 46,204,316 7.4 41,843,086 6.7 △4,361,230 90.6 特別利益 39,338 0.0 29,990 0.0 △9,348 76.2 

　雑支出 4,375 0.0 83,658 0.0 79,283 1912.2 　過年度損益修正益 39,338 0.0 29,990 0.0 △9,348 76.2 

特別損失 25,064,419 4.0 121,860 0.0 △24,942,559 0.5

　過年度損益修正損 25,064,419 4.0 121,860 0.0 △24,942,559 0.5

総費用 625,284,537 100.0 624,090,603 100.0 △1,193,934 99.8 総収益 758,439,206 100.0 748,518,058 100.0 △9,921,148 98.7 

当年度純利益 133,154,669 124,427,455 当年度純損失

合　計 758,439,206 748,518,058 合　計 758,439,206 748,518,058

－
２
３
－

水　道　事　業　比　較　損　益　計　算　書　（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）
(単位：円・％）

借　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　方

令和３年度 令和４年度
科　　目

令和３年度 令和４年度
科　　目



審査資料　２

比較増減 増減率 比較増減 増減率

金　額（Ａ） 構成率 金　額（Ｂ） 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ 金　額（Ａ） 構成率 金　額（Ｂ） 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ

有形固定資産 7,350,073,188 92.3 7,303,316,800 91.2 △ 46,756,388 99.4 固定負債 2,903,976,996 36.5 2,817,057,854 35.2 △ 86,919,142 97.0 

　土地 164,995,324 2.0 164,995,324 2.1 0 － 　企業債 2,792,698,085 35.1 2,714,384,799 33.9 △ 78,313,286 97.2 

　建物 306,913,678 3.9 297,244,586 3.7 △ 9,669,092 96.8 　退職給付引当金 111,278,911 1.4 102,673,055 1.3 △ 8,605,856 92.3 

　構築物 6,447,911,738 81.0 6,423,582,777 80.2 △ 24,328,961 99.6 流動負債 288,014,105 3.7 290,146,833 3.5 2,132,728 100.7 

　機械及び装置 255,097,483 3.2 240,762,154 3.0 △ 14,335,329 94.4 　企業債 221,795,775 2.8 218,313,286 2.7 △ 3,482,489 98.4 

　車両運搬具 2,377,945 0.0 1,773,263 0.0 △ 604,682 74.6 　未払金 44,773,673 0.7 59,100,877 0.7 14,327,204 132.0 

　工具器具及び備品 5,792,298 0.1 6,132,566 0.1 340,268 105.9 　前受金 1,085,696 0.0 795,897 0.0 △ 289,799 73.3

　建設仮勘定 166,984,722 2.1 168,826,130 2.1 1,841,408 101.1 　引当金 8,801,837 0.1 9,255,637 0.1 453,800 105.2 

投資その他の資産 113,555 0.0 113,555 0.0 0 － 　　内 賞与引当金 7,353,589 0.1 7,735,333 0.1 381,744 105.2 

　リサイクル預託金 113,555 0.0 113,555 0.0 0 － 　　内 その他引当金 1,448,248 0.0 1,520,304 0.0 72,056 105.0 

流動資産 607,314,052 7.7 701,100,517 8.8 93,786,465 115.4 　預り金 11,557,124 0.1 2,681,136 0.0 △ 8,875,988 23.2 

　現金預金 524,362,948 6.6 603,077,352 7.5 78,714,404 115.0 　　内 預金残高 1,363,420 0.0 1,331,740 0.0 △ 31,680 97.7 

　未収金 72,429,697 1.0 84,984,751 1.1 12,555,054 117.3 　　内 下水道料金 1,385,230 0.0 1,349,396 0.0 △ 35,834 97.4 

　貸倒引当金 △ 31,773,799 △ 0.4 △ 34,980,531 △ 0.4 △ 3,206,732 110.1 　　内 その他 8,808,474 0.1 0 0.0 △ 8,808,474   皆減

　貯蔵品 30,987,206 0.4 32,713,175 0.4 1,725,969 105.6 繰延収益 1,463,801,865 18.4 1,471,190,901 18.4 7,389,036 100.5 

　前払金 11,308,000 0.1 14,176,000 0.2 2,868,000 125.4 　長期前受金　 1,463,801,865 18.4 1,471,190,901 18.4 7,389,036 100.5 

　前払費用 0 0.0 1,129,770 0.0 1,129,770 皆増 資本金　 1,262,663,546 15.8 1,262,663,546 15.8 0 －

　資本金　 1,262,663,546 15.8 1,262,663,546 15.8 0 －

剰余金　 2,039,044,283 25.6 2,163,471,738 27.1 124,427,455 106.1 

　資本剰余金 4,147,008 0.1 4,147,008 0.1 0 －

　前年度未処分利益剰余金 1,901,742,606 23.8 2,034,897,275 25.4 133,154,669 107.0 

  当年度純損益 133,154,669 1.7 124,427,455 1.6 △ 8,727,214 93.4 

合　　　計 7,957,500,795 100.0 8,004,530,872 100.0 47,030,077 100.6 合　　　計 7,957,500,795 100.0 8,004,530,872 100.0 47,030,077 100.6 

令和３年度 令和４年度

－
２

４
－

水　道　事　業　比　較　貸　借　対　照　表　（令和５年３月３１日現在）

(単位：円・％）

借　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　方

科　　目
令和３年度 令和４年度

科　　目



審査資料　３

比較

増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 133,154,669 124,427,455 △ 8,727,214

減価償却費 283,225,789 280,378,927 △ 2,846,862

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,650,294 3,206,732 △ 443,562

長期前受金戻入額 △ 53,197,404 △ 53,903,833 △ 706,429

受取利息及び受取配当金 △ 5,580 △ 44,576 △ 38,996

支払利息 46,204,316 41,843,086 △ 4,361,230

未収金の増減額（△は増加） △ 2,395,202 △ 3,357,938 △ 962,736

未払金の増減額（△は減少） 24,857,680 1,991,421 △ 22,866,259

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 1,949,030 △ 1,725,969 223,061

前払費用の増減額（△は増加） 0 △ 1,129,770 △ 1,129,770

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,530,080 △ 8,605,856 △ 12,135,936

賞与等引当金の増減額（△は減少） △ 1,708,605 185,052 1,893,657

資産減耗費 10,265,734 23,701,607 13,435,873

その他の負債の増減額（△は減少） 7,648,922 △ 9,165,787 △ 16,814,709

小計 453,281,663 397,800,551 △ 55,481,112

利息及び配当金の受取額 5,580 44,576 38,996

利息の支払額 △ 46,204,316 △ 41,843,086 4,361,230

業務活動によるキャッシュ・フロー 407,082,927 356,002,041 △ 51,080,886

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 227,808,002 △ 240,352,615 △ 12,544,613

国庫補助金等による収入 63,737,000 45,288,234 △ 18,448,766

国庫補助金返還による支出 0 △ 427,481 △ 427,481

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 164,071,002 △ 195,491,862 △ 31,420,860

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等企業債による収入 0 140,000,000 140,000,000

建設改良等企業債の償還による支出 △ 211,850,897 △ 221,795,775 △ 9,944,878

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 211,850,897 △ 81,795,775 130,055,122

資金増加額（又は減少額） 31,161,028 78,714,404 47,553,376

資金期首残高 493,201,920 524,362,948 31,161,028

資金期末残高 524,362,948 603,077,352 78,714,404

令和３年度 令和４年度区　　　分

　　　（単位：円）

キャッシュ・フロー計算書

－２５－



小松島市下水道事業会計



１　業務の状況について

減価償却費等を加えた営業費用総額は２８５，９５３千円である。営業外費用は、企業債の

小 松 島 市 下 水 道 事 業 会 計

  本市の下水道事業は、雨水ポンプ場の運転管理及び雨水管渠の維持管理などの雨水処理業務

を実施している。また、下水道使用料の賦課徴収を行っておらず、一般会計負担金と補助金を

　収益的収支のうち、営業収益は、一般会計の負担金１０４，７１１千円であり、営業外収益

は、補助金１０，８１２千円、長期前受金戻入の２４２，４８５千円等により、２５３，３１

主な収入として事業を行っている。以下に業務の状況を見ることとする。

　次に、資本的収支のうち、収入は補助金２９，０４２千円、企業債８４，６００千円、一般

会計負担金１７０，４９６千円であった。支出は建設改良費５０，７５３千円、企業債償還金

２２７，００７千円などであり、企業債残高は償還額が借入額を上回ったことにより、本年度

当初と比較して１４２，４０７千円減の４，１８９，４６８千円となっている。

　本年度の建設改良事業としては、川北第２排水区の排水路整備を実施しており、令和４年度

末の集水面積は、６０．５㏊である。

４千円となった。なお、特別利益の３２，３２４千円を加えた総収益は、３９０，３５０千円

である。

　営業費用については、ポンプ場費が３０，０２８千円、総係費が１３，４４０千円であり、

支払利息等が７０，４３９千円となり、総費用は３５６，３９２千円となった。

　よって、本年度の下水道事業会計決算は、３３，９５８千円の純利益となった。

－２６－



　予算額(A） 　決算額(B） 　差引(A-B） 執行率(B/A)

営 業 収 益 110,196,000 104,711,268 5,484,732 95.0

営業外収益 245,721,000 253,314,293 △ 7,593,293 103.1

特 別 利 益 31,676,000 32,324,390 △ 648,390 102.0

計 387,593,000 390,349,951 △ 2,756,951 100.7

営 業 費 用 290,124,000 285,952,867 4,171,133 98.6

営業外費用 71,859,000 70,438,800 1,420,200 98.0

計 361,983,000 356,391,667 5,591,333 98.5

25,610,000 33,958,284 △ 8,348,284 -

　予算額(A） 　決算額(B） 　差引(A-B）
うち前年度
繰  越  額

執行率(B/A)

他会計負担金 178,956,000 170,495,720 8,460,280 0 95.3

補 助 金 29,254,000 29,042,391 211,609 11,856,000 99.3

企 業 債 109,200,000 84,600,000 24,600,000 16,800,000 77.5

計 317,410,000 284,138,111 33,271,889 28,656,000 89.5

建 設 改 良 費 78,158,000 50,753,180 27,404,820 28,712,000 64.9

企業債償還金 227,438,000 227,006,931 431,069 0 99.8

基金積立金 4,000 3,894 106 0 97.4

計 305,600,000 277,764,005 27,835,995 28,712,000 90.9

11,810,000 6,374,106 5,435,894 △56,000 -

収
　
入

２　予算の執行状況について

 （１） 収益的収入及び支出について(税込収支）

区　　分

収
　
入

　収益的収入総額は、予算額３８７，５９３千円に対し、決算額は３９０，３５０千円（執行率

１００．７％）であり、収益的支出は、予算額３６１，９８３千円に対し決算額３５６，３９２

　 令和４年度における収益的収支並びに資本的収支の予算と決算の対比は、次のとおりである。

収 支 差 引

支
　
出

（単位：円・％）

千円(執行率９８．５％）となっている。

　負担金１７０，４９６千円、補助金２９，０４２千円に、企業債８４，６００千円を加えた収

入合計は２８４，１３８千円である。支出部門の建設改良費５０，７５３千円の内容は、管渠改

良費である。企業債償還金は２２７，００７千円となり、基金積立金を加えた支出合計は２７７，

７６４千円である。

支
　
出

収 支 差 引

（２） 資本的収入及び支出について(税込収支） (単位：円・％）

区　　分

－２７－



　        　当事業の企業債の状況は次のとおりである。

（単位：円）

前年度末残高

4,331,875,379

　　ウ　流用禁止経費について

　　   　   予算第６条に定められた議会の議決を経なければ流用することができない。

　　　の執行状況は、次のとおりいずれも適正に執行されている。

（単位：円）

区　　　分

職員給与費

４,１７８千円（前年比１０２．３％）で１,００７千円の増収、特別利益についても７２８

 （３） その他の予算執行について

　　ア　企業債について

　　　　当事業の企業債の状況は次のとおりである。

本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

84,600,000   227,006,931 4,189,468,448

　　イ　一時借入金について

　　　　借り入れを行っていない。

　　　　予算第７条に定められた議会の議決を経なければ流用することができない経費

予　算　額 決　算　額 残　　　額

24,344,000  23,165,635  1,178,365  

－２８－



（１） 項目別収益表

金　額
すう
勢比

構成比 金　額
すう
勢比

構成比 金　額
すう
勢比

構成比

136,949 100.0 33.0 105,512 77.0 26.9 104,711 76.5 26.8

4 100.0 0.0 4 100.0 0.0 4 100.0 0.0

4,646 100.0 1.1 3,166 68.1 0.8 10,812 232.7 2.8

272,780 100.0 65.8 272,437 99.9 69.5 242,485 88.9 62.1

14 100.0 0.0 14 100.0 0.0 14 100.0 0.0

0 100.0 0.0 11,051 皆増 2.8 32,324 皆増 8.3

414,392 100.0 100 392,184 94.6 100.0 390,350 99.5 100.0

（２） 項目別費用表

金額
すう
勢比

構成比 金額
すう
勢比

構成比 金額
すう
勢比

構成比

16,184 100.0 3.7 15,641 96.6 4.1 15,407 95.2 4.3

96 100.0 0.0 139 144.2 0.0 401 416.7 0.1

7,891 100.0 1.8 8,165 103.5 2.2 14,866 188.4 4.2

515 100.0 0.1 473 91.8 0.1 3,550 689.4 1.0

7,823 100.0 1.8 8,139 104.0 2.1 8,202 104.8 2.3

322,493 100.0 74.2 272,437 84.5 71.8 242,485 75.2 68.0

77,178 100.0 17.8 73,790 95.6 19.4 70,439 91.3 19.8

2,471 100.0 0.6 716 29.0 0.2 1,041 42.1 0.3

434,651 100.0 100.0 379,499 87.3 100.0 356,392 82.0 100.0

（３）職員数と業務量について

年度 ２年度 ３年度 ４年度

３　経営の状況について

　　当年度の経営状況は、別紙審査資料１「損益計算書」に記載のとおり、事業総収益３９０，３５０

　千円に対し、事業総費用３５６，３９２千円で、差引３３，９５８千円の純利益を生じている。

（単位：千円・％）

区分

他 会 計 負 担 金

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

そ の 他 特 別 利 益

合 計

（単位：千円・％）

年度 ２年度 ３年度 ４年度

区分

職 員 給 与 費

備 消 品 費

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

減 価 償 却 費

支 払 利 息

そ の 他

年度
２年度 ３年度 ４年度

3

合 計

区分

事務職員 （人） 3 3

集水面積 （ha） 60.5 60.5 60.5

技術職員 （人） 1 1 1

－２９－



 （１） キャッシュ・フローの状況

金額
すう
勢比

構成比 金額
すう
勢比

構成比 金額
すう
勢比

構成比

7,611,322 100.0 98.9 7,431,769 97.6 98.7 7,240,129 95.1 98.5

0 100.0 0.0 0 - 0.0 0 － 0.0

38,939 100.0 0.5 38,943 100.0 0.5 38,946 100.0 0.5

44,093 100.0 0.6 58,919 133.6 0.8 68,006 154.2 1.0

7,694,354 100.0 100.0 7,529,630 97.9 100.0 7,347,081 95.5 100.0

　(注）固定資産額は減価償却後の額である。

流動資産

る資金の増減を表している。

　キャッシュ・フロー計算書は、別紙審査資料３のとおりである。　

動によるキャッシュ・フローは、借入・返済による収入・支出などの、資金調達及び返済によ

合　計

３年度 ４年度
区　分

無形固定資産

投資
その他の資産

有形固定資産

２年度

４ 財政の状況について

 （２） 資産について
（単位：千円・％）

　当年度の財政状況は､別紙審査資料２の「貸借対照表」のとおりである。

　当年度の業務活動によるキャッシュ・フローは△１７，２９５千円、投資活動によるキャッ

シュ・フローは１４８，６８９千円、財務活動によるキャッシュ・フローは△１４２，４０７

千円である。以上の３区分から、当年度の資金は１１，０１３千円減少し、資金期末残高は４

７，６８０千円となっている。

　一事業年度における資金収支の状況を、「業務活動」「投資活動」「財務活動」の区分に表

示するものである。業務活動によるキャッシュ・フローは、下水道事業本来の業務活動（投資

活動と財務活動以外の取引）の実施による資金の増減を表し、投資活動によるキャッシュ・フ

ローは、将来に向けた運営基盤の確立のために行う投資活動に係る資金の増減を表し、財務活

－３０－



　　資産の明細について表示すると以下の表のとおりである。

未 収 金 0 100.0 0.0 225,202 皆増 0.4 4,309,752 皆増

本年度増加額は利子分積立３，８９４円である｡

38,942,601 3,894 0 38,946,495

38,942,601 3,894 0 38,946,495

Ｂ　投資その他の資産

預金

合計

Ａ　有形固定資産明細書
（単位：円）

資産の種類 総  在  高 増　加　額 減　少　額

前年度末現在高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末現在高区分

１．公共下水道事業減債基金     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

減価償却累計額 期 末 在 高

4,381,588,119 50,753,180 0 1,150,749,326 3,281,591,973

本年度の構築物の増加は、雨水管渠整備によるものである。

土　　地 267,349,994 0 0 0 267,349,994

0 0 1,061,240,421 2,786,957,395建　　物 3,848,197,816

0 27,000,209

機械及び装置 3,102,503,403 0 0 2,225,273,958 877,229,445

区分

Ｃ　流動資産明細書

年度

（ 単位：円・％ ）

４年度２年度 ３年度

金額
すう
勢比

構成比 金額
すう
勢比

構成比

58,693,426 240.6 99.6

0

58,918,628

皆減

133.6

0.0

100.0合 計

16,016,000 81.3

現 金 預 金

前 払 金

195.4 70.1

23.6

68,005,943 154.2 100.0

47,680,19124,395,344 100.0 55.3

19,698,000

44,093,344

100.0

100.0

44.7

金額
すう
勢比

構成比

6.3

合　　計 11,626,547,318 50,845,403 0

構 築 物

4,437,263,705 7,240,129,016

建設仮勘定 26,907,986 92,223 0

100.0

－３１－



金  額
すう
勢比

金  額
すう
勢比

金  額
すう
勢比

企　業　債 4,242,375 100.0 4,104,868 96.8 3,953,259 93.2

企　業　債 218,691 100.0 227,007 103.8 236,209 108.0

未　払　金 3,087 100.0 28,316 917.3 29,239 947.2

引　当　金 2,097 100.0 1,757 83.7 2,011 95.9

その他流動負債 90 100.0 89 98.9 84 93.3

長期前受金 6,889,140 100.0 7,094,069 103.0 7,288,052 105.8

長期前受金
収益化累計額

△ 3,181,350 100.0 △ 3,464,839 108.9 △ 3,739,648 117.5

8,174,131 100.0 7,991,268 97.8 7,769,206 95.0合　　　計

繰
延
収
益

２年度 ３年度 ４年度

流
動
負
債

（ 単位：千円 ）

（３） 負債について

年度

区分

固
定
負
債

－３２－



５　資金不足比率について

記

経営健全化基準

　　　　　　２０.０　（％）

令和４年度

　１ 審査の概要

　　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、審査

　　に付された令和４年度下水道事業会計の資金不足比率について審査を実施した。

　　　この審査に当たっては、法令等に照らし財政指標の算出過程に誤りがないか、

　　法令等に基づき適切な算定要素が財政指標の計算に用いられているか、財政指標

　　の算定の基礎となった書類等が適正に作成されているか、客観的事実の妥当性を

　　判断した上で財政指標の算定を行う場合において、公正な判断が行われているか

　　等について意を用いて審査を実施した。

　２ 審査の結果

　　　審査に付された下記、令和４年度における下水道事業会計において算定された

　　資金不足比率は適正に計算されているものと認定する。

比　率　名

　①　資金不足比率 　　　　　　　-　　（％）

－３３－



６　むすび

　　令和４年度小松島市下水道事業会計の決算については、各項目ごとに記述したとお

　を図られたい。

　

　ては、翌年度へ繰越を行った事業の補てん財源とする予定である。

　りである。

　　本年度の建設改良事業では、川北地区における浸水被害の軽減を図るため、小松島

　雨水ポンプ場に繋がる川北第２排水区の排水路整備を実施した。近年、各地で豪雨災

　　下水道事業収支については、総収益が３９０，３５０千円に対し、総費用は３５６

　，３９２千円で、差引き３３，９５８千円の純利益であった。なお、当年度未処理欠

　損金は６０２，４４６千円である。本市の下水道事業は、財源を一般会計繰入金等の

　　資本的収支については、補助金、企業債、負担金を合わせた資本的収入総額は２８

　外部に依存しており、引き続き、効率的な業務の実施により、適正な事業運営に努め

　害が発生しており、引き続き、計画的な施設整備を推進し、市民の安全・安心の向上

　られたい。

　４，１３８千円であり、建設改良費及び企業債償還金などを合わせた資本的支出総額

　は２７７，７６４千円である。資本的収入のうち、国庫補助金８，００８千円に関し

　　今後においても、施設の計画的かつ効率的な整備・運用により浸水対策を推進する

　とともに、事業経営の健全性の維持に努められたい。

　

－３４－



審査資料　１

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

比較増減 増減率 比較増減 増減率

金 額(Ａ) 構成率 金 額(Ｂ) 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ 金 額(Ａ) 構成率 金 額(Ｂ) 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ

営業費用 305,708,592 78.0 285,952,867 80.2 △19,755,725 93.5 営業収益 105,512,050 26.9 104,711,268 26.8 △800,782 99.2 

　管渠費 99,000 0.0 0 0.0 △99,000 皆減 　他会計負担金 105,512,050 26.9 104,711,268 26.8 △800,782 99.2 

　ポンプ場費 26,251,392 6.7 30,028,401 8.4 3,777,009 114.4 営業外収益 275,620,510 70.3 253,314,293 64.9 △22,306,217 91.9 

　総係費 6,921,171 1.8 13,439,518 3.8 6,518,347 194.2 　受取利息及び配当金 3,893 0.0 3,894 0.0 1 100.0 

　減価償却費 272,437,029 69.5 242,484,948 68.0 △29,952,081 89.0 　他会計補助金 3,166,088 0.8 10,811,951 2.8 7,645,863 341.5 

営業外費用 73,790,075 18.8 70,438,800 19.8 △3,351,275 95.5 　長期前受金戻入 272,437,029 69.5 242,484,948 62.1 △29,952,081 89.0 

　支払利息 73,790,075 18.8 70,438,800 19.8 △3,351,275 95.5 　雑収益 13,500 0.0 13,500 0.0 0 100.0 

特別損失 0 0.0 0 0.0 0 0.0 特別利益 11,051,487 2.8 32,324,390 8.3 21,272,903 292.5 

　その他特別損失 0 0.0 0 0.0 0 0.0 　その他特別利益 11,051,487 2.8 32,324,390 8.3 21,272,903 292.5 

総費用 379,498,667 96.8 356,391,667 100.0 △23,107,000 93.9 総収益 392,184,047 100.0 390,349,951 100.0 △1,834,096 99.5 

当年度純利益 12,685,380 33,958,284 21,272,904 267.7 当年度純損失

合　計 392,184,047 390,349,951 △1,834,096 99.5 合　計 392,184,047 390,349,951 △1,834,096 99.5 

－
３

５
－

下　水　道　事　業　損　益　計　算　書　

令和４年度

借　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　方
(単位：円・％）

科　　目
令和３年度

科　　目
令和３年度令和４年度



審査資料　２

（令和５年３月３１日現在）

比較増減 増減率 比較増減 増減率

金　額（Ａ） 構成率 金　額（Ｂ） 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ 金　額（Ａ） 構成率 金　額（Ｂ） 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ

有形固定資産 7,431,768,561 98.7 7,240,129,016 98.5 △ 191,639,545 97.4 固定負債 4,104,868,448 54.5 3,953,259,345 53.8 △ 151,609,103 96.3 

　土地 267,349,994 3.6 267,349,994 3.6 0 100.0 　企業債 4,104,868,448 54.5 3,953,259,345 53.8 △ 151,609,103 96.3 

　建物 2,856,224,955 37.9 2,786,957,395 37.9 △ 69,267,560 97.6 流動負債 257,168,842 3.4 267,542,552 3.6 10,373,710 104.0 

　構築物 3,314,896,357 44.0 3,281,591,973 44.7 △ 33,304,384 99.0 　企業債 227,006,931 3.0 236,209,103 3.2 9,202,172 104.1 

　機械及び装置 966,389,269 12.8 877,229,445 11.9 △ 89,159,824 90.8 　未払金 28,316,336 0.4 29,239,375 0.4 923,039 103.3 

　建設仮勘定 26,907,986 0.4 27,000,209 0.4 92,223 100.3 　引当金 1,756,505 0.0 2,010,574 0.0 254,069 114.5 

投資その他の資産 38,942,601 0.5 38,946,495 0.5 3,894 100.0 　その他流動負債 89,070 0.0 83,500 0.0 △ 5,570 93.8

　基金 38,942,601 0.5 38,946,495 0.5 3,894 100.0 繰延収益 3,629,230,501 48.2 3,548,403,981 48.3 △ 80,826,520 97.8 

流動資産 58,918,628 0.8 68,005,943 1.0 9,087,315 115.4 　長期前受金　 3,629,230,501 48.2 3,548,403,981 48.3 △ 80,826,520 97.8 

　現金預金 58,693,426 0.8 47,680,191 0.7 △ 11,013,235 81.2 資本金　 0 0.0 0 0.0 0 -

　未収金 225,202 0.0 4,309,752 0.1 4,084,550 1913.7 　資本金　 0 0.0 0 0.0 0 -

　前払金 0 0.0 16,016,000 0.2 16,016,000 皆増 剰余金　 △ 461,638,001 △ 6.1 △ 422,124,424 △ 5.7 39,513,577 91.4 

　資本剰余金 174,766,513 2.3 180,321,806 2.5 5,555,293 103.2 

前年度繰越欠損金 △ 649,089,894 △ 8.6 △ 636,404,514 △ 8.7 12,685,380 98.1 

  当年度純損益 12,685,380 0.2 33,958,284 0.5 21,272,904 267.7 

合　　　計 7,529,629,790 100.0 7,347,081,454 100.0 △ 182,548,336 97.6 合　　　計 7,529,629,790 100.0 7,347,081,454 100.0 △ 182,548,336 97.6 

  －
３

６
－

下　水　道　事　業　貸　借　対　照　表　

令和４年度

(単位：円・％）

貸　　　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　　　方

科　　目
令和３年度

科　　目
令和３年度令和４年度



審査資料　３

　　　 （単位：円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 12,685,380 33,958,284 21,272,904

減価償却費 272,437,029 242,484,948 △ 29,952,081

長期前受金戻入額 △ 272,437,029 △ 242,484,948 29,952,081

特別利益・特別損失 △ 11,051,487 △ 32,324,390 △ 21,272,903

受取利息及び受取配当金 △ 3,893 △ 3,894 △ 1

支払利息 73,786,182 73,786,182 0

未収金の増減額（△は増加） △ 225,202 △ 4,084,550 △ 3,859,348

未払金の増減額（△は減少） 25,229,290 923,039 △ 24,306,251

前払金の増減額（△は増加） 19,698,000 △ 16,016,000 △ 35,714,000

賞与等引当金の増減額（△は増加） △ 340,889 254,069 594,958

その他の負債の増減額（△は減少） △ 1,020 △ 5,570 △ 4,550

小計 119,776,361 56,487,170 △ 63,289,191

利息及び配当金の受取額 3,893 3,894 1

利息の支払額 △ 73,786,182 △ 73,786,182 0

業務活動によるキャッシュ・フロー 45,994,072 △ 17,295,118 △ 63,289,190

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 92,884,003 △ 50,845,403 42,038,600

基金の積立による支出 △ 3,893 △ 3,894 △ 1

国庫補助金等による収入 31,582,000 26,645,000 △ 4,937,000

一般会計負担金による収入 176,452,250 170,495,720 △ 5,956,530

一般会計補助金による収入 2,349,043 2,397,391 48,348

投資活動によるキャッシュ・フロー 117,495,397 148,688,814 31,193,417

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等企業債による収入 89,500,000 84,600,000 △ 4,900,000

建設改良等企業債の償還による支出 △ 218,691,387 △ 227,006,931 △ 8,315,544

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 129,191,387 △ 142,406,931 △ 13,215,544

資金増加額（又は減少額） 34,298,082 △ 11,013,235 △ 45,311,317

資金期首残高 24,395,344 58,693,426 34,298,082

資金期末残高 58,693,426 47,680,191 △ 11,013,235

区　　　分 令和４年度令和３年度
比較

増減額

キャッシュ・フロー計算書

－３７－


